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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第60期
第２四半期
累計期間

第61期
第２四半期
累計期間

第60期
第２四半期
会計期間

第61期
第２四半期
会計期間

第60期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31

売上高 (千円) 2,994,7693,702,4121,696,4522,040,14511,721,042

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △166,472 △4,929 △29,012 99,856 405,371

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失(△)

(千円) △170,973△24,706 △31,013 44,513 433,639

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 840,687 840,687 840,687

発行済株式総数 (株) ― ― 6,500,0006,500,0006,500,000

純資産額 (千円) ― ― 3,322,2773,884,8273,941,895

総資産額 (千円) ― ― 5,977,1736,269,9097,051,683

１株当たり純資産額 (円) ― ― 513.04 614.30 616.33

１株当たり四半期
(当期)純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △26.40 △3.90 △4.79 7.04 67.31

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― 　― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 3.00

自己資本比率 (％) ― ― 55.6 62.0 55.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △419,444 569,610 ― ― △125,227

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △61,343 △23,902 ― ― △62,057

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △13,244 △31,187 ― ― △23,024

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,048,6251,846,8691,332,348

従業員数 (名) ― ― 190 207 195

(注)１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第60期第２四半期累計(会計)期間及び第61期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額については、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第60

期及び第61期第２四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

４．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 207

(注) 従業員数は、就業人員であり、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同四半期比(％)

屋内配線工事 970,099 ―

電力関連工事 829,369 ―

ＦＡ住宅環境設備機器 287,600 ―

産業設備機器 386,099 ―

合計 2,473,167 ―

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 売上実績

当第２四半期会計期間における売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 売上高(千円) 前年同四半期比(％)

屋内配線工事 681,459 ―

電力関連工事 794,998 ―

ＦＡ住宅環境設備機器 312,435 ─

産業設備機器 251,252 ―

合計 2,040,145 ―

(注) １．当社では、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載しておりません。

２．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先の完成工事高及び商品売上高とその割合は次のとおりで

す。
　

期別 相手先

完成工事高 商品売上高 合計

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

前第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

北海道電力　株式会社 217,640 12.8 77,199 4.6 294,839 17.4

当第２四半期会計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日)

北海道電力　株式会社 682,322 33.4 ─ ─ 682,322 33.4

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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　① 受注工事高、完成工事高、手持工事高及び施工高

期別
工事

種別

期首繰越

工事高

(千円)

期中受注

工事高

(千円)

計

(千円)

期中完成

工事高

(千円)

期末繰越工事高 期中

施工高

(千円)
手持工事高

(千円)

うち施工高

(％、千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

屋内配線

工事
3,482,2052,633,4766,115,6821,478,6644,637,01811.3 522,1911,823,713

電力関連

工事
637,2061,996,5482,633,754489,0972,144,65643.3 929,2891,309,886

計 4,119,4114,630,0248,749,4361,967,7616,781,67521.41,451,4813,133,600

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

屋内配線

工事
1,433,3011,719,4833,152,7851,393,5071,759,27710.9 191,1671,486,223

電力関連

工事
1,651,5941,954,4133,606,0081,382,7822,223,22621.4 474,8581,839,288

計 3,084,8963,673,8976,758,7932,776,2903,982,50316.7 666,0253,325,512

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

屋内配線

工事
3,482,2054,347,8187,830,0246,396,7221,433,3016.9 98,4516,318,032

電力関連

工事
637,2064,183,9154,821,1213,169,5271,651,5941.1 18,3513,079,378

計 4,119,4118,531,73312,651,1459,566,2493,084,8963.8 116,8039,397,410

(注) １．前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減があるものにつきましては、期中受注工事高に

その増減高を含んでおります。

２．期末繰越工事高の施工高は、手持工事高の施工高を未成工事支出金に基づき計算したものであります。
３．期中施工高は(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致しております。
４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
　② 売上にかかる季節的変動について

　 建設業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期会計期間に集中しているため、第１四

半期会計期間から第３四半期会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期会計期間の完成工事高

が著しく多くなるといった季節変動があります。

　
　③ 受注工事高

期別 セグメントの名称 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円)

前第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

屋内配線工事 543,580 674,104 1,217,685

電力関連工事 899 738,716 739,616

計 544,480 1,412,821 1,957,302

当第２四半期会計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日)

屋内配線工事 376,909 593,190 970,099

電力関連工事 200 829,169 829,369

計 377,109 1,422,359 1,799,468

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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　④ 完成工事高

期別 セグメントの名称 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円)

前第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

屋内配線工事 208,356 662,443 870,800

電力関連工事 899 268,778 269,678

計 209,256 931,222 1,140,479

当第２四半期会計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日)

屋内配線工事 286,009 395,449 681,459

電力関連工事 5,017 789,981 794,998

計 291,026 1,185,431 1,476,457

(注) １．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりでありま

す。

前第２四半期会計期間 北海道電力　株式会社 217,640千円19.1％

　 北海道開発局 138,910千円12.2％

当第２四半期会計期間 北海道電力　株式会社 682,322千円46.2％

　 札幌市役所 153,668千円10.4％

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　⑤ 手持工事高(平成22年９月30日現在)

セグメントの名称 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円)

屋内配線工事 916,605 842,672 1,759,277

電力関連工事 28,533 2,194,693 2,223,226

計 945,138 3,037,365 3,982,503

(注) １．手持工事のうち請負金額２億円以上の主なものは、次のとおりであります。

北海道電力　株式会社 厚床変電所66ＫＶ電力用畜電器増設 平成22年11月完成予定

北海道電力　株式会社 滝川幹線増強ならびにＯＰＧＷ共同工事 平成22年12月完成予定

北海道電力　株式会社 北口地中線増強のうち管路工事 平成22年12月完成予定

北海道電力　株式会社 七飯発電所187ＫＶ屋外配開改良工事 平成23年２月完成予定

札幌市役所
 

国庫補助事業8・4・35仮称札幌駅前通公共地
下歩道新設受変電・動力設備工事

平成23年３月完成予定
 

独立行政法人国立病院機
構

独立行政法人国立病院機構道北病院病棟等整
備工事

平成23年３月完成予定
 

北海道電力　株式会社 北海道ガス地中支線新設のうち管路工事 平成23年９月完成予定

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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　⑥ 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

ＦＡ住宅環境設備機器 312,435 ―

産業設備機器 251,252 ―

合計 563,688 ―

(注) １．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先
前第２四半期会計期間 当第２四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

北電興業株式会社 134,246 24.1 117,147 20.8

北海道電力株式会社 77,199 13.9 ─ ─

エネック株式会社 ─ ─ 87,534 15.5

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社北弘電社(E00306)

四半期報告書

 7/33



　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間における北海道経済は、一部に景気の持ち直しの動きが見られたものの、公共工

事の減少に加え民間設備投資の慎重姿勢は依然として続いており、経営環境は一段と厳しい状況下であ

りました。

このような厳しい環境のもと、当社は、懸命な営業活動を展開した結果、当第２四半期会計期間の受注

高は、2,473百万円(前年同期比92百万円の増加)、売上高は、2,040百万円(前年同期比343百万円の増収)と

なりました。

損益につきましては、経常利益は、99百万円(前年同期比128百万円の改善)、四半期純利益は、44百万円

(前年同期比75百万円の改善)となりました。

当第２四半期累計期間の受注高は、4,659百万円(前年同期比1,070百万円の減少)、売上高は、3,702百万

円(前年同期比707百万円の増収)となりました。

損益につきましては、増収、原価低減努力などにより経常損失は、4百万円(前年同期比161百万円の改

善)、四半期純損失は、24百万円(前年同期比146百万円の改善)となりました。

　

　

セグメント別の売上高を示すと、次のとおりであります。

　

セグメント
売上高(千円)

当第２四半期会計期間 当第２四半期累計期間

屋内配線工事 681,459 1,393,507

電力関連工事 794,998 1,382,782

ＦＡ住宅環境設備機器 312,435 513,914

産業設備機器 251,252 412,207

合計 2,040,145 3,702,412
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① <屋内配線工事>

公共投資の大幅減に加え、民間設備投資も抑制基調で推移し厳しい受注状況でありましたが、当第２四

半期会計期間の売上高は681百万円となり、当第２四半期累計期間の売上高は1,393百万円となりました。

　

② <電力関連工事>

地中送電工事を主体とした大型工事の受注により、当第２四半期会計期間の売上高は794百万円とな

り、当第２四半期累計期間の売上高は1,382百万円となりました。

　

③ <ＦＡ住宅環境設備機器>

主力のＦＡ機器製品販売の落込みなど厳しい状況でありましたが、当第２四半期会計期間の売上高は

312百万円となり、当第２四半期累計期間の売上高は513百万円となりました。

　

④ <産業設備機器>

電力向け電線ケーブル類の大型物件もなく厳しい状況でありましたが、当第２四半期会計期間の売上

高は251百万円となり、当第２四半期累計期間の売上高は412百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末比781百万円(11.1％)減少の6,269百万円と

なりました。

資産の部では、流動資産は前事業年度末比741百万円(13.7％)減少の4,672百万円となりました。これは

主に売掛債権2,016百万円の減少等と未成工事支出金560百万円及び現金預金514百万円の増加等による

ものです。

固定資産合計は、前事業年度末比40百万円(2.5％)減少の1,597百万円となりました。

負債の部では、負債合計は前事業年度末比724百万円(23.3％)減少の2,385百万円となりました。これは

主に買掛債務515百万円、流動負債のその他に含まれている未払金141百万円の減少等によるものです。

純資産合計は、前事業年度末比57百万円(1.4％)減少の3,884百万円となりました。この結果、自己資本

比率は62％となりました。

　

EDINET提出書類

株式会社北弘電社(E00306)

四半期報告書

 9/33



　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、1,846百万円となり

ました。

第１四半期会計期間末に比べ327百万円の減少となりました。

各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は、次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により使用した資金は、309百万円となりました。主な要因は営業収入の減少及び外注費等の

支出増加によるものです。

前年同期比では398百万円の増加となりました。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による資金の重要な変動はありません。

前年同期比では21百万円の増加となりました。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により使用した資金は18百万円となりました。主な要因は配当金の支出の増加等によるもの

です。

前年同期比では5百万円の減少となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5) 研究開発活動

記載すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,800,000

計 22,800,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,500,000 6,500,000札幌証券取引所

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であり、単元
株式数は1,000株であります。

計 6,500,000 6,500,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

― 6,500 ― 840,687 ― 687,087

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目７－３ 1,736 26.71

北弘電社従業員持株会
札幌市中央区北11条西23丁目２－10
北弘電社内

382 5.89

伊藤　昌義 長野県飯田市 238 3.66

株式会社北洋銀行 札幌市中央区大通３丁目11 145 2.23

株式会社北海道銀行 札幌市中央区大通４丁目１ 120 1.85

明治安田生命保険相互会社 東京都中央区晴海１丁目８－12 90 1.38

株式会社菱弘電設
札幌市中央区北11条西23丁目２－10
北弘電社内

80 1.24

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社
退職給付信託口株式会社弘電社
口

東京都港区浜松町２丁目11－３ 70 1.08

株式会社月寒製作所 札幌市清田区平岡１条５丁目２－１ 70 1.08

株式会社北陸銀行 富山市堤町通り１丁目２－26 66 1.02

計 ― 2,998 46.13

(注)  当社は自己株式176千株（発行済株式総数に対する所有株式の割合2.71％）を保有しておりますが、上記大株主

から除いております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式普通株式 176,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,271,0006,271 同上

単元未満株式 普通株式 53,000 ― 同上

発行済株式総数 6,500,000― ―

総株主の議決権 ― 6,271 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式５株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社　北弘電社

札幌市中央区
北11条西23丁目２－10

176,000 ― 176,000 2.7

計 ― 176,000 ― 176,000 2.7

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

最高(円) 201 195 180 179 175 170

最低(円) 153 150 165 165 174 165

(注)  最高・最低株価は、札幌証券取引所におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
(内線事業本部副本部長

兼営業統括)

取締役
(内線事業本部副本部長
兼内線営業部長)

稲　村　尊　史 平成22年８月１日

　

　

退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 　 凪　　　　房　　雄 平成22年９月30日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日か

ら平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２

四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 1,846,869 1,332,348

受取手形及び売掛金 ※２
 465,458

※２
 648,303

完成工事未収入金 1,294,635 3,127,878

商品 31,178 39,830

未成工事支出金 ※３
 659,587 98,880

繰延税金資産 97,237 90,103

その他 280,211 79,049

貸倒引当金 △2,500 △2,500

流動資産合計 4,672,679 5,413,894

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 664,884 680,347

その他（純額） 477,798 481,079

有形固定資産合計 ※１
 1,142,683

※１
 1,161,427

無形固定資産 16,308 13,924

投資その他の資産

投資有価証券 301,476 324,718

その他 146,162 147,186

貸倒引当金 △9,400 △9,467

投資その他の資産合計 438,238 462,437

固定資産合計 1,597,229 1,637,789

資産合計 6,269,909 7,051,683

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 844,147 1,322,561

工事未払金 328,564 365,848

未払法人税等 9,361 95,095

未成工事受入金 74,086 63,811

賞与引当金 109,389 83,834

工事損失引当金 ※３
 14,196 13,355

その他 157,561 290,262

流動負債合計 1,537,307 2,234,769

固定負債

長期未払金 142,626 142,626

退職給付引当金 655,557 685,080

役員退職慰労引当金 34,500 26,200

環境対策引当金 5,187 9,907

その他 9,902 11,205

固定負債合計 847,773 875,018

負債合計 2,385,081 3,109,787
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 840,687 840,687

資本剰余金 687,108 687,108

利益剰余金 2,381,548 2,425,442

自己株式 △24,747 △12,494

株主資本合計 3,884,596 3,940,743

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 231 1,151

評価・換算差額等合計 231 1,151

純資産合計 3,884,827 3,941,895

負債純資産合計 6,269,909 7,051,683
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高

完成工事高 1,967,761 2,776,290

商品売上高 1,027,007 926,122

売上高合計 ※４
 2,994,769

※４
 3,702,412

売上原価

完成工事原価 1,787,913 2,425,569

商品売上原価 936,720 838,348

売上原価合計 2,724,634 3,263,918

売上総利益

完成工事総利益 179,847 350,720

商品売上総利益 90,287 87,773

売上総利益合計 270,135 438,494

販売費及び一般管理費 ※１
 451,320

※１
 450,992

営業損失（△） △181,185 △12,498

営業外収益

受取利息 1,647 1,501

受取配当金 2,804 2,622

保険解約返戻金 4,246 －

その他 6,302 4,728

営業外収益合計 15,000 8,852

営業外費用

支払利息 224 200

その他 63 1,083

営業外費用合計 287 1,283

経常損失（△） △166,472 △4,929

特別利益

固定資産売却益 ※２
 238 －

特別利益合計 238 －

特別損失

固定資産除却損 ※３
 340

※３
 231

投資有価証券評価損 － 25,236

特別損失合計 340 25,468

税引前四半期純損失（△） △166,573 △30,398

法人税、住民税及び事業税 4,400 －

法人税等 － ※５
 △5,691

四半期純損失（△） △170,973 △24,706
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高

完成工事高 1,140,479 1,476,457

商品売上高 555,973 563,688

売上高合計 ※４
 1,696,452

※４
 2,040,145

売上原価

完成工事原価 1,010,949 1,210,229

商品売上原価 504,605 506,794

売上原価合計 1,515,555 1,717,024

売上総利益

完成工事総利益 129,529 266,227

商品売上総利益 51,368 56,893

売上総利益合計 180,897 323,121

販売費及び一般管理費 ※１
 217,523

※１
 226,459

営業利益又は営業損失（△） △36,625 96,662

営業外収益

受取利息 1,269 1,225

受取配当金 401 392

保険解約返戻金 4,246 －

その他 1,840 1,737

営業外収益合計 7,757 3,356

営業外費用

支払利息 109 92

その他 34 70

営業外費用合計 144 162

経常利益又は経常損失（△） △29,012 99,856

特別利益

固定資産売却益 ※２
 238 －

特別利益合計 238 －

特別損失

固定資産除却損 ※３
 14 －

投資有価証券評価損 － 16,224

特別損失合計 14 16,224

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △28,788 83,631

法人税、住民税及び事業税 2,224 －

法人税等 － ※５
 39,118

四半期純利益又は四半期純損失（△） △31,013 44,513
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業収入 5,183,755 5,634,088

原材料又は商品の仕入れによる支出 △2,465,664 △1,870,374

人件費の支出 △972,091 △802,330

外注費の支出 △1,453,465 △1,627,717

その他の営業支出 △450,293 △677,878

小計 △157,758 655,789

利息及び配当金の受取額 4,451 4,063

利息の支払額 △224 △200

受取賃貸料 2,050 2,242

法人税等の支払額 △267,963 △92,284

営業活動によるキャッシュ・フロー △419,444 569,610

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △45,677 △19,537

有形固定資産の売却による収入 2,700 99

無形固定資産の取得による支出 － △4,799

投資有価証券の取得による支出 △30,600 △600

保険積立金の解約による収入 14,321 －

貸付けによる支出 △2,700 －

貸付金の回収による収入 613 935

投資活動によるキャッシュ・フロー △61,343 △23,902

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 50,000

短期借入金の返済による支出 － △50,000

自己株式の取得による支出 △60 △12,253

リース債務の返済による支出 △1,374 △1,193

配当金の支払額 △11,810 △17,741

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,244 △31,187

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △494,031 514,521

現金及び現金同等物の期首残高 1,542,656 1,332,348

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,048,625

※
 1,846,869
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第２四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 (1)　「資産除去債務に関する会計基準」等の適用　

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成

20年３月31日）を適用しております。

　この変更に伴う営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与

える影響はありません。

(2)　税金費用

　税金費用について、前会計年度の四半期決算においては年度計算

と同様の方法により計算しておりましたが、四半期決算の迅速化に

対応するため、年度決算で見込まれる税効果会計適用後の実効税率

を見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算す

る方法へ変更致しました。

　この変更に伴い、四半期純損失は７百万円減少しております。

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第２四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められ

る場合は、前会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを使用する方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

項目
当第２四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

税金費用の計算 　当会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じ

て計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理

性を欠く結果となる場合は、法定実効税率を使用する方法によってお

ります。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累

 計額 1,519,696千円

※１　有形固定資産の減価償却累

 計額 1,500,518千円

※２　手形割引高及び裏書譲渡高 ※２　手形割引高及び裏書譲渡高

　　　受取手形裏書譲渡高 99,183千円　　　受取手形裏書譲渡高   191,936千円

※３　たな卸資産及び工事損失引当金の表示

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示しております。

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は8,181

千円であります。

※３　　　　　　　　　――――

　

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

 従業員給与手当 217,145千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

 従業員給与手当 212,362千円

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 建物 238千円

※２　　　　　　　　　――――

 　
　 　

※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

 建物 285千円

 工具器具及び備品 54千円

※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

 工具器具及び備品 231千円

 　
※４　当社の売上高は、主たる設備工事業において、契約

により工事の完成引渡しが第４四半期会計期間に

集中しているため、第１四半期会計期間から第３四

半期会計期間における売上高に比べ、第４四半期会

計期間の売上高は著しく多くなるといった季節変

動があります。

※４　同左

 

※５　　　　　　　　　―――― ※５　法人税等の表示方法

　「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整
額」を「法人税等」として一括掲記しております。
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第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

 従業員給与手当 106,187千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

 従業員給与手当 102,883千円

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 建物 238千円

※２　　　　　　　　　――――

 　
　 　

※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

 工具器具及び備品 14千円

※３　　　　　　　　　――――

 

※４　当社の売上高は、主たる設備工事業において、契約

により工事の完成引渡しが第４四半期会計期間に

集中しているため、第１四半期会計期間から第３四

半期会計期間における売上高に比べ、第４四半期会

計期間の売上高は著しく多くなるといった季節変

動があります。

※４　同左

 

※５　　　　　　　　　――――

 
※５　法人税等の表示方法

　「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整
額」を「法人税等」として一括掲記しております。

　

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,048,625千円

現金及び現金同等物 1,048,625千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,846,869千円

現金及び現金同等物 1,846,869千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平

成22年９月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 6,500,000

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 176,005

　

３  新株予約権の四半期会計期間末残高

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 19,187 3 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、工事部門と販売部門から構成されており、「屋内配線工事」「電力関連工事」「ＦＡ住宅環境設

備機器」「産業設備機器」の４つを報告セグメントとしております。

「屋内配線工事」は、ビル・建築物の電気設備工事、土木水道・各種産業機械プラントの設置、その他工

事を行っております。「電力関連工事」は、送電工事、発変電工事、地中線工事、空調工事、情報通信工事、蓄

電池の再生等を行っております。「ＦＡ住宅環境設備機器」は、標準機器製品、ビル電源機器、環境設備装

置、電子機器、電化機器、その他の販売・仲介を行っております。「産業設備機器」は、電力設備機器、発電機

車、電線類及び管路材料、情報通信システム、その他の販売・仲介を行っております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期損益
計算書計上
額(注２)屋内配線工

事
電力関連工
事

ＦＡ住宅環
境設備機器

産業設備機
器

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,393,5071,382,782513,914412,2073,702,412─ 3,702,412

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

400 6,66020,76923,20651,035△51,035 ―

計 1,393,9071,389,442534,683435,4143,753,447△51,0353,702,412

セグメント利益 103,149247,57076,10911,663438,494 ─ 438,494

(注)　セグメント利益は、四半期損益計算書の売上総利益と一致しております。
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当第２四半期会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期損益
計算書計上
額(注２)屋内配線工

事
電力関連工
事

ＦＡ住宅環
境設備機器

産業設備機
器

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 681,459794,998312,435251,2522,040,145─ 2,040,145

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

400 3,26010,17921,74535,585△35,585 ―

計 681,859798,258322,615272,9982,075,731△35,5852,040,145

セグメント利益 87,143181,26946,3538,354323,121 ─ 323,121

(注)　セグメント利益は、四半期損益計算書の売上総利益と一致しております。

　

　

(金融商品関係)

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）

　

以下の科目が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に

比べて著しい変動が認められます。

（単位：千円)

　
四半期貸借対照表計上額

（＊）
時価（＊） 差額

（1）現金預金 1,846,869 1,846,869 ―

（2）受取手形及び売掛金 465,458 465,458 ―

（3）完成工事未収入金 1,294,635 1,294,635 ―

（4）支払手形及び買掛金 （844,147） （844,147） ―

(＊)　負債に計上されてるものについては(　)で示しております。

(注)　金融商品の時価の算定方法

(1)現金預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)完成工事未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(4)支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

　

　

EDINET提出書類

株式会社北弘電社(E00306)

四半期報告書

27/33



　

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

当社は、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 614.30円
　

　 　

　 616.33円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 26.40円
　

１株当たり四半期純損失金額 3.90円
　

(注)　 １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(千円) 170,973 24,706

普通株式に係る四半期純損失(千円) 170,973 24,706

普通株式に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,475 6,336

　

第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 4.79円
　

１株当たり四半期純利益金額 7.04円
　

(注)　 １．前第２四半期会計期間は、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　２．当第２四半期会計期間は、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在してい

ないため記載しておりません。

　３．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円)

△31,013 44,513

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)(千
円)

△31,013 44,513

普通株式に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,475 6,323
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

(リース取引関係)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期会計期間におけるリース残高は

前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため記載しておりません。

　

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月11日

株式会社北弘電社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

　 公認会計士    坂    野    健    弥    印

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

　 公認会計士    内    山    敏    彦    印

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

　 公認会計士    板    垣    博    靖    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社北弘電社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第60期事業年度の第２四半期会計期間(平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社北弘電社の平成21年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月11日

株式会社北弘電社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

　 公認会計士    坂    野    健    弥    印

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

　 公認会計士    板    垣    博    靖    印

　

　 　 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社北弘電社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第61期事業年度の第２四半期会計期間(平成

22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社北弘電社の平成22年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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